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令和８年度
外国人雇用管理セミナー
（外国人労働者の適正な雇用管理について）

新潟労働局 労働基準部監督課

【厚生労働省HP】
外国人雇用対策

【厚生労働法HP】
外国人の雇用



説明項目
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１ 外国人労働者の雇用管理の現状

２ 外国人労働者の労働条件等について

３ 外国人労働者の安全衛生の確保について



１ 外国人労働者の雇用管理の現状①

令和６年技能実習生の実習実施者に対する監督指導、送検等の状況

（令和７年９月26日 厚生労働省労働基準局監督課公表）
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【監督指導の状況】

（１） 令和６年に全国の労働基準監督署等において、労働基準関係法令違反が疑われる実習実施者

11,355事業場に対して監督指導を実施したところ、その73.2％に当たる8,310事業場で同法令
違反が認められた。



１ 外国人労働者の雇用管理の現状②
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（２） 主な違反事項は、①使用する機械等の安全基準（25.0％）、②割増賃金支払（15.6％）、③
健康診断結果についての医師等からの意見聴取（14.9％）の順に多かった。



１ 外国人労働者の雇用管理の現状②-2
新潟県内の労働基準監督署では、外国人技能実習生の実習実施者に対する監督指導を実施しています。
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外国人技能実習生の実習実施者に対する監督指導状況
令和６年における監督実施状況（概要）

・監督指導の実施事業場 ：144

・労働基準関係法令違反の実習実施者：100（69.4%）

・主な違反事項

①使用機械等の安全基準 26.4％

②健康診断結果の医師意見聴取 14.6%

③衛生基準 13.2％

④労働働時間 10.4％

⑤割増賃金の支払 10.4%

・主な業種における違反事項

機械・金属
[衛生基準,安全基準, 医師意見聴取等]

食料品製造
[安全基準,労働時間,衛生基準等]

建設
[安全基準,医師意見聴取,衛生基準等]
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１ 外国人労働者の雇用管理の現状③
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【申告の状況】
(1)令和６年に技能実習生から
労働基準監督署等に対して労

働基準関係法令違反の是正を

求めてなされた申告の件数は

112件であった。

⑵主な申告内容は、①賃

金・割増賃金の不払（88件）
②解雇手続の不備（20件）、
③支払われる賃金額が最低賃

金未満（9件）の順に多かっ
た。

＜注＞申告事項が２つ以上ある場合は、各々に計上しているので、各申告事項の件数の合計と申告件数とは一致しない。



１ 外国人労働者の雇用管理の現状④

【送検の状況】
⑴ 令和６年に全国の労働基準監督

署等において、技能実習生に関する

重大・悪質な労働基準関係法令違反

が認められた事案として送検した件

数は、16件であった。

⑵送検法条文の内訳は、次のとおり

であった。
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２ 外国人労働者の労働条件について①
チェック項目①

労働者の国籍を理由として、労働条件の差別的取扱いをしていない。
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２ 外国人労働者の労働条件について②
チェック項目②
賃金や労働時間等の労働条件について、内容を明らかにした書面等を交付している。その際、

モデル様式の活用及び母国語や平易な日本語等での説明により外国人労働者が理解できるように
努めている。
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２ 外国人労働者の労働条件について（雇用管理指針）③
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①契約期間も関すること

②期間の定めがある契約を更新する場合の基準に関すること

③就業場所、従事する業務に関すること

④始業・就業時刻、休憩、休日などに関すること

⑤賃金の決定方法、支払時期に関すること

⑥退職に関すること（解雇の事由を含む）

⑦昇給に関すること

※①～⑥は、原則書面等で交付。



２ 外国人労働者の労働条件について（雇用管理指針）④
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２ 外国人労働者の労働条件について（雇用管理指針）⑤

チェック項目③
賃金（最低賃金以上の基本給、割増賃金等）を適正に支払うとともに、食費や住居費等の控除

等を行う場合、労使協定に基づき、また、不当な額とならないようにしている。
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２ 外国人労働者の労働条件について（雇用管理指針）⑥
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２ 外国人労働者の労働条件について（雇用管理指針）⑦
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２ 外国人労働者の労働条件について（雇用管理指針）⑧

チェック項目④
時間外・休日労働の上限規制の遵守やタイムカード等の客観的な方法による時間の把握及び年

次有給休暇の付与等、適正な労働時間管理を行っている。
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３ 外国人労働者の安全衛生の確保について（雇用管理指針）①
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３ 外国人労働者の安全衛生の確保について（雇用管理指針）① - 2

新潟県における外国人労働者の労働災害は、増加しています。
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外国人労働者安全衛生管理

上記サイトに活用いただける

・セミナーの案内

・安全衛生教育教材

・注意喚起イラスト

が掲載されています。



３ 外国人労働者の安全衛生の確保について（雇用管理指針）②

チェック項目①

外国人労働者が理解できる方法により、安全衛生教育を実施している。

チェック項目②

職場内にある労働災害防止に関する標識・掲示等について、外国人労働者が理解できるよう図
解などを用いている。
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【解説】「安全衛生教育等の必要性」

厚生労働省では、外国人労働者の労働災害の要因

として、業務経験が短い場合が多いこと、日本語そ

のものの理解が不十分であること、コミュニケー

ション不足により職場の危険の伝達・理解が不足し

ていることなどと分析しています。

外国人労働者の労働災害防止のため、外国人労働

者が安全衛生教育や労働災害防止の内容を確実に理

解することが重要です。



ご清聴ありがとうございました



厚生労働省は、外国人の方にも理解しやすい安全衛生教育教材を作成しています。外国人労働
者の労働災害防止にお役立てください。

外国人労働者向け安全衛生教育教材
を労働災害防止にご活用ください

（R5.9）

最大14言語・幅広い業種等に対応しました

外国人労働者が技能講習時に専門的用語を理解しやすいよう、技能講習別の補助教材を作成しています。

▶教材はこちらから https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11114.html

技能講習補助教材

未熟練労働者は、作業に慣れておらず、危険を把握・察知する能力が身についていません。労働災害を
防止するには、雇い入れ時や作業の内容が変わる時点などでの安全衛生教育が重要です。これらの安全
衛生教育に役立つよう、業種別（製造業、陸上貨物運送事業、商業など）の教材を作成しています。

▶教材はこちらから https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000118557.html

未熟練労働者に対する安全衛生教育マニュアル

例）安全な服装のマニュアル：14言語対応
（画像は、日本語・スペイン語・中国語）

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

初めて安全衛生を学ぶ方にも理解できるよう、業種共通と業種・作業別の視聴覚教材
（マンガ・動画教材）を作成しています。

▶教材はこちらから https://anzeninfo.mhlw.go.jp/information/kyozaishiryo.html
▶動画教材（YouTube）のチャンネル登録はこちらから https://www.youtube.com/user/MHLWanzenvideo/

マンガ・動画教材

例）転倒防止の注意：14言語対応（画像は、日本語・英語・ベトナム語）

例）講習用パワーポイント（フォークリフト運転）：14言語対応 （画像は、日本語・英語・ベトナム語）


